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［成果の内容］ 

中干し期間の延長による水田からのメタン（CH4）発生削減効果に関する実証試験を、全国 9
カ所で、それぞれ 2 年間行いました（図 1）。各地での実証試験では、地域ごとの慣行の中干し期

間を前或いは後ろに延長し、CH4発生量の変化を観測しました。その結果、図 2 に示す福島県で

の観測例のように、中干しの延長（前倒し）により CH4発生は効果的に削減できることが明らか

になりました。各地で計測された中干し期間の延長と CH4発生比率には図 3 のような曲線関係が

認められ、慣行に比較して中干しを一週間程度延長すると１８～７２％程度 CH4の排出が削減さ

れました。また、CH4削減効果が生じるのは前年に稲わら等の有機物がすき込まれた圃場である

ことがわかりました。中干しを延長することによる一酸化二窒素（N2O）の発生量の増加は、CH4

発生量と較べて無視できるほどに少量であることも確認しました。 
中干し期間を延長することで、水稲収量（精玄米重）は慣行とほぼ同等かわずかに減収する傾

向（対慣行比 86～110％）が見られました。一方で、登熟歩合の向上傾向（対慣行比 98～108％）、

タンパク含有率低下傾向（94～104％）など品質・食味の向上が示されました（表 1）。 
この実証試験の成果は「水田メタン発生抑制のための新たな水管理技術マニュアル」として公

開されています。本技術が全国の水田で普及されることにより、わが国の水田からの温室効果ガ

ス排出削減を図ることが期待されます。 
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［背景と目的］ 

水田土壌由来のメタンは我が国の人為起源メタン発生量の約 30％を占めます。温暖化防

止のために、水田からのメタン発生を削減する有効な緩和策の一つとして、中干し期間

の延長が考えられます。しかしどのくらいの期間の中干しが有効であるのか、収量など

への悪影響はないのかなど不確かな点が多く、普及は進んでいません。そこで全国８県

９か所における実証試験により、中干し延長によるメタン発生削減効果とコメ収量変動

等とへの影響を明らかにしました。 

中干し期間の延長による水田からのメタン発生の削減 

［要約］ 

中干し期間の延長によって水田からのメタン発生を削減する効果を検証するため、全国８県９

か所の農業試験研究機関圃場における実証試験を２か年にわたり実施しました。その結果、稲

わら、麦わら等の有機物を施用した水田では、中干し期間を慣行からさらに1週間程度延長す

れば、コメ収量への影響を抑えつつメタン発生量を削減できることがわかりました。 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 中干し期間の延長によるメタン削減効果 
横軸：慣行と比較した中干しの延長日数のうち降雨のない日数 

縦軸：慣行水管理を100としたCH4発生率 

各地での試験により、CH4発生量の数値は場所、年次により大

きく変動するため、水管理によるCH4削減効果は、慣行を100

とした場合のCH4発生量相対比によって示しました 

図１ 全国８県９か所の試験地 
山形（鶴岡）、山形（山形）、福島、新

潟、愛知、岐阜、徳島、熊本、鹿児島

図２ 福島県農業総合センターにおけるメタンフラックス 

下に示した３色の横棒は各試験区における湛水期間を示し

ます。７月付近の空白部分が中干し期間に相当します。 

表１ 中干し期間の延長による精玄米重と収量構

成要素変化 
n/d：データ記録なし 

地点 年度
慣行
日数

中干し延長
日数

精玄米重慣
行(kg/10a)

精玄米重中
干し延長

（対慣行比）

登熟歩合
（対慣行比）

タンパク含
量率（対慣

行比）

庄内 2009 11 11 583 86.8 107.9 n/d
2008 7 7 667 97.2 n/d 94.7
2009 7 7 660 89.7 n/d 94.4
2008 14 7 563 94.5 101.8 98.5
2009 14 7 611 90 102.5 94.3
2008 17 7 629 102.1 101.5 100
2009 14 7 450 99.1 104.4 98.4
2008 7 6 499 86.0 n/d n/d
2009 14 5 561 99.3 n/d n/d
2008 6 7 581 89.5 105.1 95.2
2009 6 7 417 109.8 118.5 97.7
2008 7 7 700 94.7 100 98.8
2009 7 7 515 105.2 102 100
2008 7 3 588 90.6 102.4 104.4
2009 7 3 493 95.5 97.8 101.1
2008 5 10 415 109.2 103.4 n/d
2009 5 15 485 92.8 102.8 n/d
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